
【　内閣府　】

（単位：百万円）

項　　　　　　　目　　　　　　　名
（税　　　　　　目）

小計 0 ▲ 5800 0

小計 0 ▲ 3000 0

▲ 279 0 0
平年度の

減収見込額
制度自体
の減収額

改正
増減収額

▲ 279 ▲ 8800 0

-▲ 279 -

新設・拡充・延長
公益信託制度改革に伴う所要の措置（所得税、法人税、相続税、贈与
税、登録免許税、印紙税、消費税）（法務省）

-

7 新設・拡充・延長
沖縄の揮発油に係る揮発油税等の特例措置の延長（揮発油税、地方
揮発油税）

-

制度自体
の減収額

▲ 1400

-

▲ 800

-

-

-

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

3

小さな拠点の形成に資する事業を行う株式会社に対する特例措置の
延長（所得税）

国家戦略特区における特別償却又は税額控除の特例措置の延長（法
人税）

国家戦略特区におけるエンジェル税制の延長（所得税）5

- -

- -

-国家戦略特区における指定法人に対する所得控除の延長（法人税）

新設・拡充・延長

-

国際戦略総合特区における特別償却又は税額控除の特例措置の延
長（法人税）

新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付けに係る消費貸借に関
する契約書の印紙税の非課税措置の延長（印紙税）

地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の拡充及び延長
（所得税、法人税）

1

2

新設・拡充・延長

単独要望の事項

4

精査中

6

8

10

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

新設・拡充・延長

共同要望で主管省庁となる事項

沖縄発電用特定石炭等の引取りに係る課税の特例措置の延長（石油
石炭税）（経済産業省）

-

合　　計

小計

12 新設・拡充・延長

13 新設・拡充・延長

-

- -

- -

▲ 3600

-

- -

9

▲ 3000

-

-

共同要望で主管省庁ではない事項

新設・拡充・延長 公益法人制度改革に伴う非課税措置の存続（所得税、法人税）

11

- -

平年度の
減収見込額

改正
増減収額

-

-

精査中

既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・三世代同居・長期優良住宅化
リフォームに係る特例措置の拡充及び延長（所得税)
（国土交通省・経済産業省・環境省・こども家庭庁）

国内で開発された知的財産から生じる所得に対する優遇税率を適用す
る制度（イノベーションボックス税制）の創設（法人税)（経済産業省、厚
生労働省、農林水産省）

-

- -

令和６年度税制改正要望事項一覧
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